
令和６年度のＳＬ復元に向けた検討の進め方について
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ＳＬ復元に向けた推進組織の役割・応援体制（資金）・実現性・課題の確認①第４回ＳＬ復元に向けた現状の課題の確認第１回

ＳＬ復元に向けた推進組織の役割・応援体制（資金）・実現性・課題の確認②第５回先進地視察（大井川鉄道）第２回

とりまとめ（ＳＬ復元の可否の判断）第６回復元に向けた費用及び経済効果の算出の結果の把握第３回

ＳＬ復元検討委員会（※検討回数要調整）

ＳＬの維持管理、啓発（ＳＬ乗車体験）※明知鉄道に委託
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第1期（調査研究期間）
【令和５・６年】

第２期（復元準備期間）
【令和7年度以降～】

第３期（本格運行）
【令和Ｘ年】

※調査研究内容により変更あり

＜復元準備期間＞
・組織の強化
・気運の醸成（ｲﾍﾞﾝﾄ開催）
・ＳＬ車両及び関連施設整備
（国庫補助金活用：社総金等）

・ＳＬ復元各種詳細調査
・人材育成確保
・資金調達（ふるさと納税、ＣＦ）
・高付加価値旅行商品造成
・観光素材の再発見
・ツーリズムの推進
・ＳＬ関連商品の開発
・広報戦略
・受入環境整備
（駐車場、ﾋﾞｭｰﾎﾟｲﾝﾄ整備）

・２次交通整備（自動運転）
・沿線環境整備 など

＜本格運行＞
・地域のにぎわの創出
・ツーリズムの実施
・ＳＬイベントの開催
・ＳＬ関連商品の販売
・情報発信の強化
・２次交通運行（自動運転）
・継続的な資金調達
（ふるさと納税、ＣＦ）

ＳＬを通じた地域の活性化
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市民説明会

「（仮称）ＳＬ復元を通じた地域活性化計画」の策定

資料６



協議事項

検討委員会及び各部会において次の事項を協議します

【協議内容】

① SL復元の実現性の確認及び資金調達の整理・・・・・・・・・・・・・・（SL復元検討部会）
＜参考＞ SL運行に向けた復元費用 約10億7,500万円

② 最大の経済波及効果を生み出すための取り組み ・・・・・・・・・・・（観光特産品部会）
の整理及び気運の醸成

＜参考＞ 経済波及効果 約１１億5,600万円／年間

➂ SL復元を契機とした地域のにぎわいの創出及び受け入れ環境整備・・・ （環境整備部会）

２

（仮称）「ＳＬ復元を通じた地域活性化計画」（アクションプラン）

【復元の可否】
作成された計画を、ＳＬ復元及び運行後の運営計画、資金調達見込み等問題
がないかの観点で確認して検討委員会としてＳＬ復元の可否を判断する

SL復元に向け部会及び検討委員会でた課題や実施事業、施策を整理取りまとめた計画を策定

○現状・課題 ○SL復元運行に向けた理念 ○目標値 ○資金調達方法 ○実施事業・政策 ○SL運営計画
○SL運行の判断基準 ○役割分担 ○ロードマップ



①今年度のスケジュール

協 議 内 容

・第４回検討委員会 ７月５日【本日】
ＳＬ復元に向けた推進組織の役割・応援体制（資金）・実現性・課題の確認①

① 今年度のスケジュール
② 役割分担
③ ＳＬ復元の可否の判断基準について
④ （仮称）「ＳＬ復元を通じた地域活性化計画」の策定に向けて

＜検討委員会終了後＞
３部会の開催 → 取組事項の整理→ 出された取組事項を「地域活性化計画」（案）への落とし込み

・第５回検討委員会 ９月中
ＳＬ復元に向けた推進組織の役割・応援体制（資金）・実現性・課題の確認②
①（仮称）「ＳＬ復元を通じた地域活性化計画」の中間報告

＜検討委員会終了後＞
３部会の開催 →取組事項の整理 →出された取組事項を「地域活性化計画」（案）への落とし込み

・第６回検討委員会 11月中
とりまとめ（ＳＬ復元の可否の判断）
① （仮称）「ＳＬ復元を通じた地域活性化計画」（案）を確認
② 検討委員会としてのSL復元の可否を判断

３



② 役割分担（推進組織体制） ／ ③ ＳＬ復元の可否の判断基準

② 役割分担（推進組織体制）
○本事業で想定される役割分担（例）
・事業主体（市）・・・・・・事業を実施する側【運営主体：安全の責任者、負担の抑制】
・運営主体（組織）・・・・・経営する側 ※要検討

【収益拡大の主体：創意工夫により来訪者をもてなし、その対価を得る】

・運行主体（明知鉄道）・・・運行事業を受託【安全運行・施設保全】

＜組織のイメージ＞ ※推進組織
・実行員会、協議会（現在の検討委員会をべ－ス）など
・法人

→次回会議までに組織の調査研究

③ ＳＬ復元の可否の判断基準
○判断基準
（以下の３条件をすべてクリアできるか）

条件Ａ：運行開始前までに、イニシャル10億7,500万円を確保することができるか

条件Ｂ：３年ごとに迫る全般検査費用３億円を継続的に確保できるか

条件Ｃ：地域の頑張りにより、経済波及効果を見出す事業となっているか
（11億円の経済波及効果に向けた実施内容を積み上げ）

４



④ （仮称）「ＳＬ復元を通じた地域活性化計画」の策定に向けて

SL復元に向け部会及び検討委員会でた課題や実施事業、施策を整理取りまとめた計画を策定

（仮称）「ＳＬ復元を通じた地域活性化計画」 の構成

○ 計画期間：2025年～2029年（２０32年）
○ 計画の基本理念
○ 現状・課題
○ 資金調達方法
○ 実施事業・政策
○ 役割分担（推進組織体制）
○ ロードマップ
○ 数値目標
○ PDCAサイクル

５

※各部会で検討中

→次回会議において（仮称）「ＳＬ復元を通じた地域活性化計画」の中間報告

SL復元検討部会
SL復元の実現性の確認及び資金調達の整理の
とりまとめ

観光特産品部会
最大の経済波及効果を生み出すための取り組み
の整理及び気運の醸成を取りまとめ

環境整備部会
SL復元を契機とした地域のにぎわいの創出及び
受け入れ環境整備を取りまとめ


